
安全・安心にお買物いただける環境をつくることは言うまでも
なく我々の重大な責務です。今般のコロナ禍というパンデミック
により、その取り組みがまだまだ充分でないことが明らかになり
ました。リアル店舗が休業になればお買物ができない、お買物
に行きたくても感染リスクが怖いから出かけられない、といった
不満、不安をどれだけ解消することができたのか。同時に、お取
引先を含む販売の最前線に立つ従業員は人との一定の接触が
避けられない中で安全・安心に働ける状況になっているのか。こ
れらはまさに当社グループにとってのマテリアルな優先すべき課
題です。業務プロセスを安全・安心の観点から再点検することは、
リスクの低減をはかるということに留まらず、既存ビジネスモデ
ルをより強靭にすべく見直す契機となったことは確かです。

当社グループのステークホルダーは、お客様をはじめ株主
様、お取引先様、従業員そして地域社会です。事業活動の成果
を通じたアウトカムはこれらすべてのステークホルダーの皆様
の価値につながっていきます。コロナ禍で積極的な集客ができ
ない中核ビジネスが活気を失い、厳しい業績となることが避け
られないとなれば、企業の将来への不安が高まります。こうした
連鎖を回避すべく、店頭での具体的な安全・安心対策をはじめ、
企業存続のための充分な資金手当てや、将来に向けてのビジョ
ンの明確化など、それぞれのステークホルダーにとって大事な
ことは何かということを念頭に、明確なメッセージをタイムリー
に発信していくことが必要です。従業員については、こうした状
況下では健全な危機感を醸成することも併せて重要であると考
えています。

ビジネスモデル▶【特集】コロナの気づき

コロナの“気づき”をどう活かすか 

 ビジネスモデルの脆弱性 

 都心立地の優位性への懸念 

 事業ポートフォリオの 
 レジリエンス不足 

 人と人とのコミュニケーションの 
 重要性 

 デジタル対応への遅れ 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、2020年4月7日に緊
急事態宣言が初めて発出され、人流を抑えるべく当社グループ
の大丸・松坂屋およびPARCOは長期間の休業を余儀なくされま
した。百貨店とパルコは年間およそ3億人のお客様をリアル店
舗にお迎えし、商品・サービスを通じた価値を提供することを日々
行ってきました。しかし、いくらいい商品、サービスをラインナッ
プしていたとしても、リアル店舗が開けられなければ手も足も出
せない。人流が急減あるいはストップすれば一気に機会損失に
よる業績の不透明感が増していきます。リアル店舗に過度に依
存した当社グループの中核ビジネスが、いかに「時間と場所に
制約」された脆弱なものであることを思い知らされました。そうし
た制約をなくすところに充分チャンスがあるということになります。

当社グループの強みのひとつは、都心のプライム立地に店舗
を有することです。例えば、大丸東京店、大丸大阪梅田店は、そ
れぞれ東京駅と大阪駅という巨大なターミナルに位置し、周辺
オフィスあるいは出張のビジネスマン、OLの方々や旅行者など
鉄道輸送に支えられている側面が強いのは事実です。しかし、
コロナ禍で状況は一変し、都心店舗のトラフィックは急速に縮
小しました。旅行者はいずれ戻ってくることも想定されますが、リ
モートワークの拡大や出張機会の減少は新常態として中長期
的に定着していく可能性は否定できません。一方で、東京駅、
大阪駅ともに周辺開発が現時点でも活発に進んでいるのも事実
です。ファクトを押さえながら行動変容をしっかり捉え、中長期
視点で冷静に店舗のあり方を再構築していく必要があると考え
ています。

当社グループの2019年度営業利益実績では、百貨店事業
およびパルコ事業でおよそ8割のシェアを占めています。今般の
コロナ禍でダメージが甚大であったのはこの2つのセグメントで
あり、現状ポートフォリオの偏りが急激な環境変化への対応力
における大きなリスクであることを示したことは否めません。こ
れは前中期計画からの継続した取り組み課題であり、その喫緊
性が一層明確となりました。リテールは今後も一定の成長は見
込むものの、過度に依存することなく、シナジーを活かしてデベロッ
パーや決済金融などの領域を拡大していく。中長期的な当社グ
ループの姿を事業ポートフォリオで描きながら、その実現に向け、
最適な資源配分のもとで資本収益性を重視したポートフォリオ
改革およびバランスシート改革に取り組む必要があると考えて
います。

当社百貨店のEコマースは得意とするギフト、デパ地下食品、
ビューティといったカテゴリーに絞り込んで再構築の途上にあ
りますが、基本的にギフトを除き、在庫管理、発送作業などは
店頭オペレーションの中に組み込まれたものでした。従って、需
要があるにもかかわらず、店舗が閉まれば商品が動かせないといっ
た状況が休業直後には起こっていました。その後は専用在庫を
店舗外に確保するなどの対応強化により、当社百貨店のEコマー
ス売上はようやく100億円を超えるビジネスとなりました。一方、
当社グループの強みはリアル店舗起点の発信力、サービス力が
あってのもの。中長期で目指す方向は、フルアイテムでEコマー
スを拡大するというより、リアルの強みを活かし、そこにデジタル
を融合させるOMOであるということも明確になりました。

昨年のコロナ禍で店舗休業が余儀なくされたとき、お客様と
のリアルなコミュニケーションはおよそ2ヶ月に亘って途絶えるこ
ととなりました。当社グループの中核であるリテールビジネスの
根幹にあるのは、お客様と販売員の信頼関係に基づいたコミュ
ニケーション。それを通じてご満足度の高い購買体験を提供す
るとともに、未だ顕在化していないニーズ、ウォンツをお客様と
の会話を通じてくみ取ることにあります。これまでは、コミュニケー
ションの場はリアルが基本でしたが、コロナ禍を機に当社グルー
プでもデジタルディバイスの活用が急速に進み、オンラインでも
遜色なく再現できることを実感しています。より重要なのはデジ
タルリテラシーもさることながら、お客様にしっかり寄り添うこと
ができる販売員の言わば「体温」であり、人財です。
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